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１ アンケート調査概要 

（１）実施概要 

ア 調査期間 

平成２９年７月３１日～平成２９年８月１５日 

イ 調査目的 

応急仮設住宅を退去された福島県からの避難者の生活環境の変化等を把

握し、関係機関において情報共有し、今後の生活再建に向けた効果的な支

援へつなげるため 

ウ 調査対象  

福島県からの避難者５７０世帯 

※平成 29 年３月末に応急仮設住宅の供与が終了となった福島県からの

避難者（平成 28年４月１日時点で都が提供する応急仮設住宅に居住し

ていた 629 世帯）のうち、応急仮設住宅を退去した世帯で郵送が可能

な世帯 

エ 調査方法 

郵送・無記名自記式 

オ 調査内容 

転居先や生活の状況、意識の変化や今後の生活の見通し、求めている行

政サービスなど  

カ 回答数 

１７２件 (回答率：３０．２％) 

キ その他 

    ・アンケート調査に都内避難者相談拠点の案内リーフレットを同封 

    ・福島県職員からの連絡を希望する方は、住所氏名等を記入いただき、同県

へ情報提供 

（報告書の記載について） 

    ・アンケート結果について単数回答項目については円グラフ、複数回答項目

については棒グラフを基本に回答数（ｎ）に対する割合を掲載 

    ・複数回答項目については、累計回答数ではなく回答数（ｎ）に対する割合

である 

    ・クロス集計において統計的に有意な結果が得られたものを中心に追加でグ

ラフを掲載（有意水準 p<0.05） 
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（２）調査結果のポイント 

・応急仮設住宅退去後、引き続き都内にお住まいの世帯が約７割と多く、うち３

月末までと同一の区市町村にお住まいの世帯が６割超であった。 

・都内在住の世帯は、「東京に住み続けたい」との回答が５割超で、都内での定

住を希望する方が多い。 

・「避難の長期化による心身の影響」については、都内在住の世帯は、福島県に

帰還された世帯（福島県在住）と比べて、「とても感じる」「やや感じる」との

回答の割合が多い。 

・福島県在住の世帯は、「被災者・避難者という意識の変化」について、「あまり

意識しなくなった」との回答が６割以上であった。 

・「連絡や相談相手」については、都内在住、福島県在住の世帯のいずれも「家

族・親戚」が最も多いものの、都内在住は「誰もいない」という回答も１割強

あった。 

・「必要と感じる支援」については、世帯主 30歳代以下は「子育て支援」が約５

割と高く、同 70 歳代以上は「高齢者支援」が約５割、「地域でのコミュニティ

参加支援」が約４分の１となっており、世代により異なる。 

・自由意見では、「感謝の言葉」が全体の１割強で最も多く、中でも福島県在住

の世帯のうち約２割の方から、避難先での支援に対する「感謝の言葉」が寄せ

られた。 

 

（３）今後の対応 

  ・調査結果については、避難者の生活再建を支援するため、福島県や都内区市町

村、福祉機関等と情報共有するほか、希望者に対しては、福島県と連携して連

絡等を行っていく。 

  ・都では、引き続き、都内避難者に対する「定期便」を戸別送付するほか、都内

避難者相談拠点において、避難者の悩み事に対してきめ細かに対応していく。 
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２ アンケート調査結果 

 （１）現在の住居について  

（総括１）現在お住まいの都道府県 

  現在のお住まいを都道府県単位で総括すると、引き続き「東京都」にお住まいの

方が最も多く(66.9%)、次いで「福島県」に戻られた方が多い(26.2%)。 

  その他の道府県に転出された方は１割弱(6.4%)となっている。 

 

 

（総括２）引き続き東京都にお住まいの方の内訳(特別区・市町村) 

  引き続き東京都にお住まいの方(以下、「都内在住」とする)の内訳は、「特別区」

にお住まいの方が約７割(70.4%)、「市町村」にお住まいの方が約３割(28.7%)とな

っている。 

 

 

東京都 

66.9% 

福島県 

26.2% 

その他の府県 

6.4% 

不明 0.6% 

現在お住まいの都道府県名 n=172 

特別区 

70.4% 

市町村 

28.7% 

不明 0.9% 

引き続き東京都にお住まいの方の内訳 n=115 
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（総括３）引き続き東京都にお住まいの方の平成 29年 3月までの住所との関係 

 都内在住の方について、現住所と平成 29 年 3月までの住所との関係は、同一区

市町村である割合が６割以上(64.3%)、異なる区市町村へ転居された方が２割以上

(21.7%)となっている。 

 

 

（総括４）現在、福島県に帰還された方の避難元市町村との関係 

 現在、福島県に帰還された方(以下、「福島県在住」とする)について、現在お住

まいの市町村と避難される前の市町村との関係は、同一の市町村にお住まいの方が

約８割(77.8%)となっている。 

 

 

同一区市町村 

64.3% 

異なる区市町村 

21.7% 

不明 

13.9% 

引き続き東京都にお住まいの方の旧住所との関係  n=115 

同一市町村 

77.8% 

異なる市町村 

4.4% 

不明 

17.8% 

福島県に帰還された方の避難元市町村との関係 n=45                       
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Ｑ１（１）現在お住まいの区市町村について 

 江東区(12.2%)が最も多く、次いでいわき市【福島県】(11.6%)、南相馬市【福島県】

(8.7%)で３割以上を占めた。福島市までの上位７団体で過半数を占めている。 

 

 

12.2 

11.6 

8.7 

7.0 

5.8 

4.1 

3.5 

2.9 

2.9 

2.3 

2.3 

2.3 

2.3 

1.7 

1.7 

1.7 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0

江東区 

いわき市(福島県) 

南相馬市(福島県) 

新宿区 

江戸川区 

板橋区 

福島市(福島県) 

足立区 

練馬区 

東久留米市 

中野区 

武蔵野市 

立川市 

町田市 

府中市 

世田谷区 

千代田区 

稲城市 

小平市 

八王子市 

港区 

仙台市 

杉並区 

北区 

現在お住まいの区市町村について n=172              

（%） 

 ・その他の東京都内    8.7% 

  （文京区、台東区、品川区、目黒区、大田区、 

葛飾区、青梅市、調布市、小金井市、 

東村山市、東大和市、清瀬市、多摩市、 

西東京市、瑞穂町） 

 ・その他の福島県内     2.3% 

  （郡山市、田村市、広野町、川内村） 

 ・その他の道府県  5.2% 

 ・不明 1.2% 
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Ｑ１（２）現在の住居形態について 

 賃貸（公営）(43.0%)が最も多く、次いで賃貸（民間）(29.7%)、本人・家族所有(26.7%)

であった。 

 

  

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、都内在住は賃貸（公営）(60.0%)が多く、

福島県在住は本人・家族所有が多く(77.8%)、その他府県は賃貸(民間)（63.6%）が多

い。(p<0.05)

 

賃貸（公営） 

43.0% 

賃貸（民間） 

29.7% 

本人・家族所有 

26.7% 

不明 0.6% 
現在の住居形態 n=172                                           

本人・ 

家族 

所有 

7.0 

本人・家族所有 

77.8 

本人・家族所有 

18.2 

賃貸（民間） 

32.2 

賃貸（民間） 

15.6 

賃貸（民間） 

63.6 

賃貸（公営） 

60.0 

賃貸 

（公営） 

6.7 

賃貸（公営） 

18.2 

不明 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

都道府県別の内訳（クロス集計） 
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Ｑ１（３）現在の月額賃料について 

 Ｑ１（２）で「賃貸(公営)」又は「賃貸(民間)」と回答した方の月額賃料について

は、「５万円未満」(52.8%)が最も多く、過半数を占めた。 

 

  

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、次の通りであった。 

 
 

５万円未満 

52.8% 

５万円～10万

円未満 

36.0% 

10万円以上 

9.6% 

不明 1.6% 

現在の月額賃料 n=125             

５万円未満 

51.9 

５万円未満 

90.0 

５万円未満 

22.2 

５～10万円未満 

36.8 

５～10 

万円未満 

 10.0 

５～10万円未満 

55.6 

10万円 

以上 9.4 

10万円 

以上 

0.0 

10万円以上 

22.2 

不明 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内在住 

n=106 

福島在住 

n=10 

その他の 

府県在住 

n=9 

都道府県別の内訳（クロス集計） 
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（２）現在の生活状況について  

Ｑ２ 現在の世帯の合計月収について 

 現在の世帯の合計月収(税込、非課税所得(障害・遺族年金、生活保護費等)を含む)

は、「10万円～20万円未満」(30.2%)が最も多く、次いで「20万円～30万円未満」

(25.6％)であった。 

 

 

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、次の通りであった。 

 

５万円 

未満 

8.7% 
5～10万円 

未満 13.4% 

10～20万円未満 

30.2% 

20～30万円未満 

25.6% 

30～40万円 

未満 10.5% 

40万円以上 

 8.1% 

不明 3.5% 

現在の世帯の合計月収 n=172 

５万円 

未満 

8.7 

５万円 

未満 

8.9 

５万円 

未満 

9.1 

５～10万円 

未満 

18.3 

５～ 

10万円 

未満 

4.4 

５～10万円未満 0.0 

10～20万円未満 

30.4 

10～20万円未満 

33.3 

10～20万円未満 

18.2 

20～30万円未満 

23.5 

20～30万円未満 

28.9 

20～30万円未満 

36.4 

30～40 

万円未満 

9.6 

30～40 

万円未満 

13.3 

30～40 

万円未満 

9.1 

40万円 

以上 

7.0 

40万円 

以上 

8.9 

40万円以上 

18.2 

不明 

2.6 

不明 

2.2 

不明 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

都道府県別の内訳（クロス集計） 
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Ｑ３ 現在お住まいの地域を選んだ理由について(複数回答) 

 「応急仮設住宅として住んでいた地域だから」(33.1%)が最も多く、次いで「避難

前に住んでいた地域だから」(27.9％)が３割前後の回答となった。 

 

 

33.1  

27.9  

18.6  

16.3  

14.0  

12.2  

12.2  

8.7  

12.8  

0.6  

0 5 10 15 20 25 30 35

応急仮設住宅として 

住んでいた地域だから 

避難前に住んでいた 

地域だから 

公営住宅に当選した 

親戚・知人がいる 

交通の便が良い 

住環境が良い 

職場に近い 

子供の学校が近い 

その他 

不明 

現在お住まいの地域を選んだ理由（複数回答 累計(n)=269）            
（%） 
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 現在お住まいの都道府県毎に分析すると、都内在住は「応急仮設住宅として住んで

いた地域だから」(47.8%)、「公営住宅に当選した」(26.1%)、「交通の便が良い」(20.0%)、

「住環境が良い」(18.3%)の順であった。 

福島県在住は「避難前に住んでいた地域だから」(93.3%)が圧倒的に多かった。他

道府県に転出された方は「親戚・知人がいる」(36.4%)が多かった。(p<0.05） 

 
 

47.8 

5.2 

26.1 

16.5 

20.0 

18.3 

16.5 

12.2 

12.2 

0.9 

2.2 

93.3 

4.4 

11.1 

2.2 

0.0 

2.2 

2.2 

4.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

36.4 

0.0 

0.0 

9.1 

0.0 

54.5 

0.0 

0 20 40 60 80 100

応急仮設住宅として 

住んでいた地域だから 

避難前に住んで 

いた地域だから 

公営住宅に当選した 

親戚・知人がいる 

交通の便が良い 

住環境が良い 

職場に近い 

子供の学校が近い 

その他 

不明 

都道府県別の内訳（複数回答 累計(n)=269） 

都内在住 n=202 

福島在住 n=55 

その他の府県在住 n=11 

（%） 
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（３）意識の変化や今後の生活の見通しについて  

Ｑ４（１）避難の長期化による心身の影響について 

 「とても感じる」(36.0%)が最も多く、次ぐ「やや感じる」(27.9％)とあわせて６

割以上を占めた。 

  

 

 

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、福島県在住は心身の影響を感じている人

がやや少なく、「どちらでもない」が多い傾向にあるが、統計的に有意な差が生じて

いる状況ではない。 

 

とても感じる 

36.0% 

やや感じる 

27.9% 

どちらでもない 

18.6% 

あまり感じない 

11.6% 

全く感じない 

4.7% 

不明 1.2% 

避難の長期化による心身の影響 n=172                                       

とても感じる 

37.4 

とても感じる 

28.9 

とても感じる 

54.5 

やや感じる 

29.6 

やや感じる 

20.0 

やや感じる 

36.4 

どちらでもない 

16.5 

どちらでもない 

26.7 

どちらで 

もない 

9.1 

あまり 

感じない  

10.4 

あまり感じない 

17.8 

全く感 

じない 

 6.1 

全く感じない 2.2 

不明 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

都道府県別の内訳（クロス集計） 
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Ｑ４（２）被災者・避難者という意識の変化について 

 「あまり意識しなくなった」(43.0%)が最も多いが、「以前と同じくらい意識してい

る」(35.5％)と「以前より意識するようになった」(15.1%)をあわせると意識してい

る方が過半数を占めている。 

 

 現在お住まいの都道府県毎に分析すると、都内在住は「以前と同じくらい意識して

いる」(45.2%)が多い。対照的に福島県在住は「あまり意識しなくなった」(62.2%)が

多い。(p<0.05）

 

あまり意識しなく

なった 

43.0% 
以前と同じくらい 

意識している 

35.5% 

以前より意識 

するようになった 

15.1% 

以前から意識していない 

5.2% 

不明 1.2% 
被災者・避難者という意識の変化 n=172 

以前より意識する 

ようになった 

12.2 

以前より意識する 

ようになった 

20.0 

以前より意識する 

ようになった 

27.3 

以前と同じくらい意識

している 

45.2 

以前と同じくらい 

意識している 

11.1 

以前と同じくらい意識

している 

36.4 

あまり意識しなくなった 

36.5 

あまり意識しなくなった 

62.2 

あまり意識しなくなった 

27.3 

以前から 

意識して 

いない 

5.2 

以前から 

意識して 

いない 

6.7 

不明 

0.9 

不明 

0.0 

不明 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

都道府県別の内訳（クロス集計） 
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Ｑ４（３）今後の生活の見通しについて 

 「都内に住み続けたい」(40.7%)が最も多く、「福島県に戻っており、福島県に住み

続けたい」(21.5％)とあわせると６割を超える。 

一方で、「まだ決められない」(24.4%)という回答も多い。 

 

  

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、都内在住は「都内に住み続けたい」

(56.5%)と「まだ決められない」(30.4%)が多い。福島県在住は「福島県に戻っており、

福島県に住み続けたい」(82.2%)が多い。(p<0.05) 

 

都内に住み続けたい 

40.7% 

まだ決められない 

24.4% 

福島県に戻っており 

福島県に住み続けたい 

21.5% 

福島県内(元の自宅を含む) 

にいずれ戻りたい 

8.7% 

他の道府県に住宅を 

確保し居住したい 4.1% 

不明 0.6% 

今後の生活の見通し n=172                                                   

都内に住み続けたい 

56.5 

都内に住み続けたい 

2.2aaaaaaa 

都内に住み続けたい 

36.4 

まだ決められない 

30.4 

まだ決め 

られない 

6.7 

まだ決められない 

27.3 

福島県に戻っており 

住み続けたい 

82.2 

福島県内 

にいずれ 

戻りたい  

12.2 

福島県内 

にいずれ 

戻りたい 

 9.1 

他の道府県に居住したい 

0.9 

他の道府県 

に居住したい 

8.9 

他の道府県に 

居住したい 

18.2 

不明 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

都道府県別の内訳（クロス集計） 
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Ｑ４（４）地元の復興状況について 

 「進んでいないと思う」(36.6%)が最も多いが、「進んでいると思う」(32.0％)、「ど

ちらでもない」(30.2%)と拮抗している。 

 

 

 現在お住まいの都道府県毎に分析すると、福島県在住は「進んでいると思う」

(44.4%)という回答が多い。(p<0.05) 

 

進んでいないと

思う 

36.6% 

進んでいると思う 

32.0% 

どちらでもない 

30.2% 

不明 1.2% 
地元の復興状況 n=172                                                      

進んでいると思う 

27.8 

進んでいると思う 

44.4 

進んでいると思う 

27.3 

どちらでもない 

32.2 

どちらでもない 

22.2 

どちらでもない 

45.5 

進んでいないと思う 

39.1 

進んでいないと思う 

31.1 

進んでいないと思う 

27.3 

不明 

0.9 

不明 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

都道府県別の内訳（クロス集計） 
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（４）現在の生活状況について 

Ｑ５ 日常的に連絡や相談する相手について(複数回答)  

 「家族・親戚」が最も多く(75.6%)、次いで「都内に住む知人・友人」(27.3％)、「同

郷の知人・友人」(25.0%)が多い。「誰もいない」という回答も 1割程度(12.2%)ある。 

 

都道府県毎に分析すると、いずれも「家族・親戚」が最も多く、次いで都内在住は

「都内に住む知人・友人」(32.2%)、福島県在住は「同郷の知人・友人」(40.0%)が多

い。

 

75.6  

27.3  

25.0  

7.6  

4.1  

2.9  

3.5  

12.2  

0 10 20 30 40 50 60 70 80

家族・親戚 

都内に住む知人・友人 

同郷の知人・友人 

職場の同僚 

社会福祉士等の専門家 

復興支援員など行政関係者 

その他 

誰もいない 

連絡や相談する相手（複数回答 累計(n)=272）                   

71.3 

32.2 

18.3 

8.7 

5.2 

3.5 

2.6 

16.5 

84.4 

20.0 

40.0 

6.7 

2.2 

2.2 

4.4 

4.4 

81.8 

9.1 

27.3 

9.1 

0 20 40 60 80 100

家族・親戚 

都内に住む知人・友人 

同郷の知人・友人 

職場の同僚 

社会福祉士等の専門家 

復興支援員など行政関係者 

その他 

誰もいない 

都道府県別の内訳（複数回答） 

都内在住 n=115 

福島在住 n=45 

その他の府県在住 n=11 

（%） 

（%） 
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Ｑ６ 避難元や地域に関する情報の入手元について(複数回答) 

 「広報誌(都道府県・区市町村)」(57.6%)、「東京都からの『定期便』」(42.4%)が多

く、「避難者交流会やサロン」(5.2％)は少ない。 

 

 
 

都道府県毎に分析すると都内在住は「東京都からの『定期便』」(57.4%)や「広報誌

(都道府県・区市町村)」(51.3%)が多く、福島県在住は「広報誌(都道府県・区市町村)」

(77.8%)や「地域の回覧版等」(55.6%)の割合が多い。(p<0.05)  

 

57.6  

42.4  

26.7  

21.5  

5.2  

7.6  

7.6  

0 10 20 30 40 50 60 70

広報誌（都道府県・区市町村） 

東京都からの「定期便」 

地域の町会・自治会等の回覧・掲示板 

友人・知人 

避難者交流会やサロン 

その他 

入手していない 

避難元や地域に関する情報の入手元（複数回答 累計(n)=292） 

51.3 

57.4 

16.5 

18.3 

6.1 

7.8 

8.7 

77.8 

4.4 

55.6 

28.9 

2.2 

4.4 

2.2 

45.5 

45.5 

18.2 

27.3 

9.1 

18.2 

9.1 

0 20 40 60 80 100

広報誌（都道府県・区市町村） 

※東京都からの「定期便」 

地域の町会・自治会等の回覧・掲示板 

友人・知人 

避難者交流会やサロン 

その他 

入手していない 

都道府県別の内訳（複数回答） 

都内在住 n=115 

福島在住 n=45 

その他の府県在住 n=11 ※送付先を東京都内 

  に限定しています。 

（%） 

（%） 
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（５）必要と感じる支援について 

Ｑ７ どのような支援が必要と感じているか(複数回答) 

 「生活福祉資金等各種貸付」(22.1%)、「各種相談窓口」(19.8%)、「高齢者支援」(19.2%)、

「就労支援」(18.6%)、「子育て支援(育児・就学・進学等）」（18.6%)が２割程度であっ

た。 

 

都道府県毎に分析すると福島県在住では「高齢者支援」(24.4%)と、「不要」(24.4%)

の割合が多かった。 

 

22.1  

19.8  

19.2  

18.6  

18.6  

9.9  

9.9  

15.1  

13.4  

0 5 10 15 20 25

生活福祉資金等各種貸付 

各種相談窓口 

高齢者支援 

就労支援 

子育て支援（育児・就学・進学等） 

ひとり親家庭等への支援 

地域でのコミュニティ参加支援 

その他 

不要 

どのような支援が必要だと感じているか（複数回答 累計(n)=252）          

24.3 

23.5 

17.4 

20.9 

21.7 

11.3 

7.8 

16.5 

10.4 

17.8 

13.3 

24.4 

11.1 

13.3 

8.9 

13.3 

13.3 

24.4 

18.2 

9.1 

18.2 

27.3 

9.1 

0.0 

18.2 

9.1 

0.0 

0 5 10 15 20 25 30

生活福祉資金等各種貸付 

各種相談窓口 

高齢者支援 

就労支援 

子育て支援（育児・就学・進学等） 

ひとり親家庭等への支援 

地域でのコミュニティ参加支援 

その他 

不要 

都道府県別の内訳（複数回答） 

都内在住 n=115 

福島在住 n=45 

その他の府県在住 n=11 

（%） 

（%） 
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（必要と感じている支援と世帯主の年代との関係について） 

 

世帯主（回答者）の年代別に分析すると以下のグラフのように、必要と感じている

支援について大きな差があることがわかった。(p<0.05) 

年代によるニーズが顕著に高かった支援内容は次の通りである。 

30歳代以下「子育て支援（育児・就学・進学等）」(50.0%) 

70歳代以上「高齢者支援」(50.0%)、「地域でのコミュニティ参加支援」(25.0%) 

 

さらに、年代によるニーズの違いについて都内在住の方と福島県在住の方ごとに、

分析した結果、年代によるニーズが顕著に高かった支援内容は次の通りである。(い

ずれも p<0.05) 

（都内在住） 

30歳代以下「子育て支援（育児・就学・進学等）」(52.4%) 

70歳代以上「高齢者支援」(52.6%)、「地域でのコミュニティ参加支援」(26.3%) 

（福島県在住） 

  70歳代以上「地域でのコミュニティ参加支援」(28.6%) 

 

以上のことから、必要と感じている支援については現住地よりも年代によって違い

が生じていることが推察される。 

 

回答数 ｎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 30歳代以下 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上 

全体 26 35 44 31 36 

都内在住 21 28 30 17 19 

福島県在住 1 5 12 13 14 
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23.1 

19.2 

3.8 

26.9 

50.0 

7.7 

0.0 

7.7 

7.7 

31.4 

25.7 

2.9 

22.9 

25.7 

14.3 

5.7 

14.3 

20.0 

18.2 

11.4 

9.1 

25.0 

13.6 

4.5 

9.1 

22.7 

11.4 

19.4 

16.1 

29.0 

12.9 

9.7 

19.4 

6.5 

16.1 

19.4 

19.4 

27.8 

50.0 

5.6 

2.8 

5.6 

25.0 

11.1 

8.3 

0 20 40 60

生活福祉資金等 

各種貸付 

各種相談窓口 

高齢者支援 

就労支援 

子育て支援 

（育児・就学・進学等） 

ひとり親家庭等への支援 

地域でのコミュニティ 

参加支援 

その他 

不要 

支援別・年代別の内訳（クロス集計） （%） 

30歳代以下 n=26 

40歳代    n=35 

50歳代    n=44 

60歳代    n=31 

70歳代以上 n=36 
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（地域別・年代別分析） 

 

 

 

 

 

 

23.8 

32.1 

20.0 

17.6 

26.3 

0.0 

20.0 

16.7 

23.1 

14.3 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

生活福祉資金等各種貸付（複数回答 全体(n)=38） 

23.8 

28.6 

16.7 

11.8 

36.8 

0.0 

20.0 

0.0 

15.4 

21.4 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

各種相談窓口（複数回答 全体(n)=34） 

4.8 

3.6 

10.0 

29.4 

52.6 

0.0 

0.0 

8.3 

30.8 

42.9 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

高齢者支援（複数回答 全体(n)=33） 

（%） 

（%） 

（%） 

都内在住 

福島県在住 

都内在住 

福島県在住 

都内在住 

福島県在住 
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23.8 

25.0 

26.7 

17.6 

5.3 

100.0 

0.0 

25.0 

7.7 

0.0 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

就労支援（複数回答 全体(n)=32） 

52.4 

32.1 

13.3 

0.0 

5.3 

100.0 

0.0 

16.7 

23.1 

0.0 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

子育て支援（育児・就学・進学等）（複数回答 全体(n)=32） 

4.8 

17.9 

6.7 

17.6 

10.5 

100.0 

0.0 

0.0 

23.1 

0.0 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

ひとり親家庭等への支援（複数回答 全体(n)=17） 

（%） 

（%） 

（%） 

都内在住 

福島県在住 

都内在住 

福島県在住 

都内在住 

福島県在住 
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0.0 

3.6 

6.7 

5.9 

26.3 

0.0 

0.0 

16.7 

0.0 

28.6 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

地域でのコミュニティ参加支援（複数回答 全体(n)=17） 

9.5 

14.3 

26.7 

17.6 

10.5 

0.0 

20.0 

16.7 

15.4 

7.1 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

その他（複数回答 全体(n)=26） 

9.5 

14.3 

6.7 

17.6 

5.3 

0.0 

60.0 

25.0 

23.1 

14.3 

0 20 40 60 80 100

30歳代以下 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代以上 

不要（複数回答 全体(n)=23） 

（%） 

（%） 

（%） 

都内在住 

福島県在住 

都内在住 

福島県在住 

都内在住 

福島県在住 
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（必要と感じる支援とＱ４（１）避難の長期化による心身の影響との関係について） 

避難の長期化による心身の影響を感じている方ほど、「その他」(21.8％)の割合が

多く、選択肢にない様々な支援を必要と感じている。 

一方で、避難の長期化による心身の影響を感じていない方ほど、「支援は不要」

(32.1%)の割合が高かった。(p<0.05) 

※「とても感じる」「やや感じる」の回答を『感じる』 

 「あまり感じない」「全く感じない」の回答を『感じない』と分類 

 

 

25.5 

21.8 

19.1 

24.5 

19.1 

10.9 

10.0 

21.8 

5.5 

15.6 

12.5 

18.8 

9.4 

21.9 

3.1 

6.3 

6.3 

21.9 

14.3 

21.4 

21.4 

7.1 

14.3 

14.3 

14.3 

0.0 

32.1 

0 5 10 15 20 25 30 35

生活福祉資金等各種貸付 

各種相談窓口 

高齢者支援 

就労支援 

子育て支援（育児・就学・進学等） 

ひとり親家庭等への支援 

地域でのコミュニティ参加支援 

その他 

不要 

必要な支援と避難の長期化による心身の影響（クロス集計） 

感じる n=110 

どちらでもない n=32 

感じない n=28 

（%） 
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（６）回答者の属性について 

Ｑ８（１）性別 

全体では「女性」(61.6%)が６割以上を占める。 

 

 

 

都道府県毎に分析すると都内在住は「女性」(67.0%)の割合が多く、福島県在住は

「女性」(44.4%)の割合が少ない。(p<0.05) 

 

 

女性 

61.6% 

男性 

37.2% 

不明 1.2% 
性別 n=172 

男性 

31.3 

男性 

55.6 

男性 

27.3 

女性 

67.0 

女性 

44.4 

女性 

72.7 

不明 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内在住 

n=115 

福島在住 

n=45 

その他の 

府県在住 

n=11 

都道府県別の内訳(クロス集計) 
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Ｑ８（２）代表者の年代について 

 「50歳代」(25.6%)が最も多く、次いで「40 歳代」(20.3%)、「60 歳代」(18.0%)と

なった。 

 

 

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、福島県在住で「30歳代」(2.2%)が少なく、

「60歳代」(28.9%)及び「70歳台」(26.7%)が多い。(p<0.05） 

 

 

 

３０歳未満 3.5% 

３０歳代 

11.6% 

４０歳代 

20.3% 

５０歳代 

25.6% 

６０歳代 

18.0% 

７０歳代 

15.7% 

８０歳代 4.1% 

９０歳以上 1.2% 年代 n=172                                                                      

３０歳 

未満 

 4.3 

３０歳 

未満 

9.1 

３０歳代 

13.9 

３０歳代 2.2 

３０歳代 

18.2 

４０歳代 

24.3 

４０歳代 

11.1 

４０歳代 

18.2 

５０歳代 

26.1 

５０歳代 
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Ｑ８（３）同居世帯人数について 

 「単身」及び「２人」が(33.7%)と同程度で最も多く、併せて６割以上を占めた。 

 

 

 

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、都内在住で「単身」(40.0%)が多く、福

島県在住で「単身」(17.8%)が少なく、「２人」(48.9%)が多かった。(p<0.05） 
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Ｑ８（４）転居に伴う家族構成の変化について 

 「変化なし」(62.2%)が最も多く、次いで「減少」(25.6%)が多く、「増加」(5.8%)

の割合は少なかった。 

 

 

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、都内在住と福島県在住では大きな差はみ

られなかった。 
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Ｑ８（５）被災時の住宅の種類について 

 「持ち家」(58.1%)が半数以上となり、「賃貸等」(39.0%)を上回った。 

 

 

 

現在お住まいの都道府県毎に分析すると、福島県在住では「持ち家」(73.3%)の割

合が多く、「賃貸等」(24.4%)の割合が少ない。(p<0.05） 
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Ｑ８（６）避難元の市町村について 

 「いわき市」(33.1%)が最も多く、次いで「南相馬市」(25.0%)でこの浜通りの２市

で６割近くを占めている。中通りからは郡山市(7.6%)、福島市(7.0%)の順で多く、こ

の４市で７割以上を占めている。 
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Ｑ８（７）平成 29年 3 月末までに居住していた住宅の種類について 

 「都営住宅・国家公務員宿舎」(76.2%)と大半を占め、次いで「民間賃貸住宅」(18.0%)

となった。 

 

 

現在お住まいの都道府県毎に分析したところ、特に特徴的な差はみられなかった。

(p<0.05） 
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Ｑ８（８）平成 29年 3 月末まで居住していた区市町村について 

 「江東区」(21.5%)が最も多く、次いで「新宿区」(8.7%)、江戸川区(8.1%)となっ

ている。 

 

 
 

 

21.5 

8.7 

8.1 

4.1 

3.5 

3.5 

3.5 

3.5 

2.9 

2.9 

2.9 

2.3 

1.7 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

8.1 

14.5 

0 5 10 15 20 25

江東区 

新宿区 

江戸川区 

立川市 

足立区 

板橋区 

東久留米市 

中野区 

練馬区 

武蔵野市 

町田市 

北区 

千代田区 

台東区 

府中市 

大田区 

西東京市 

杉並区 

稲城市 

渋谷区 

その他 

不明 

平成29年3月末まで居住していた区市町村 n=172                                       
（%） 
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Ｑ９ その他お困りごとや、ご意見等の自由記入について 

  

「特になし」を含む８類型に分類し、意見の数として集計した。 

一番多かったのは、これまでの支援に関する「感謝の言葉」(10.5%)であり、１割

超あった。次いで、「今後の生活への不安」(8.7%)、「各種手当・制度」(8.7%)、「健

康面での不安」(7.0％)に関する意見であった。 
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現在お住まいの都道府県毎に分析したところ、福島県在住の約２割の方から「感謝

の言葉」(20.0%)をいただいた。(p<0.05) 

なお、その他の府県在住については n=7 と数が少ないため分析の対象から外した。 
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Ｑ９ その他お困りごとや、ご意見等の自由記入について（自由記入欄） 

 

＜意見等の数＞ 

８２件 

 

＜回答をいただいた主な意見＞ ※【 】内は、現在の住所地 

①感謝の言葉  18件 

・避難先では大変お世話になりありがとうございました。自宅に戻り落ち着いて生活

しております。【福島県】 

・東京都の皆様には種々お世話になりました。紙上にて厚く御礼申し上げさせて頂き

ます。おかげさまで今までの住宅の近くに住む事となりました。【東京都】 

・当初より県庁、駐在職員の皆様には本当に長い間大変お世話になりました。これか

らは自助努力しながら前向きに生きていく所存です。【東京都】 

②今後の生活への不安  15件 

・車がないと身動きできず不便（お金がなく買えない）。働きたいが年齢で×になる。

【福島県】 

・震災後収入が減り生活に困っている。【福島県】 

・老後が心配。【東京都】 

・家賃補助が２年後終了してしまうと、今後自分が年老いた時に現在の生活が維持し

ていけるのか、不安だらけです。一日でも早く福島に戻りたいとは思いますが、福

島に戻っても回りに知人がいなくなってしまい、孤独感が以前より増してしまって

います。【東京都】 

・生活資金の不安（家族が多いので）【東京都】 

③各種手当・制度  15件 

・自宅が有りながら精神的に家庭菜園、果物の手入れなど出来ず、すべてが原発原因、

平和な生活がヘルパーの仕事も無くなり、家賃をすべて自分で払う。減免、特別減

額など少しは自主避難者にも愛の手をお願いします。【福島県】 

・都営住宅を優先的にして頂きたい。【東京都】 

・福島県の民間賃貸住宅家賃に対する補助金の収入要件で、月額所得があてはまらず、

一千円、二千円多いくらいで補助金が受けられず、家賃を支払い、住宅ローン（福

島）も支払いでとても大変です。もう少し幅を広げて欲しかった。【東京都】 

・福島県の住宅支援は子供がいる家族や年配の方ばかりが優先で、家族と離れて一人

暮らしをしている人への支援はない。あったとしても年間所得でほんの数千円オー

バーで支援なし。少し見直して頂けるととても助かります。相談窓口も仕事でいけ

ないから、優遇制度がどんなものがあるかわからない。【東京都】 
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④健康面での不安  12件 

・夫が都営住宅在住時から入退院を繰り返し、わずかな貯蓄も使い果たし、現在は帰

省と同時に入院中。年金での生活はギリギリでしたが、今は入院費が算出できず、

相談する関係機関も未知のため苦慮しております。【福島県】 

・医療、介護などの免除続けてほしい！【東京都】 

・避難している間に病気にかかってしまい、現在闘病中です。医療面でのサポートが

もっと欲しい。【東京都】 

・避難して以来、主人と母を心不全で突然亡くしています。家族の基本健診を希望し

ます。【東京都】 

・私は障害者であり、その上震災で家族も家も失くすという過酷な状況に陥り、必死

でこの６年を過ごして参りました。【東京都】 

⑤孤立化等への不安  ６件 

・福島に帰り、相談相手がいないのがさみしいです。電話相談がほしい。よりそいホ

ットライン、ふくここライン女性ふくしまはいつも話し中です。電話で何でも聞い

てくれるところがないと苦しいです。子供達を大学に活かせたくても奨学金がない

と苦しい。福島の子供の奨学金がほしいです。福島で働くなら奨学金位ないと戻れ

ません。【福島県】 

・なかなか地域に溶け込めない。【東京都】 

・帰りたいのだけど、家族が病気になり、自分まで帰るとあらたに仕事もさがさなく

てはならないし、逆に家族に負担になることが多く、帰れずにいます。東京でいろ

いろ話をする友人を作りたいけど、作れずにいて、話をする相手がいればなと思い

ます。【東京都】 

⑥廃炉・除染等原発関係  ４件 

・満６年に及ぶ自主避難生活を終え、３月に元の地に戻りましたが、除染に伴う放射

性廃棄物は未だ自宅敷地内に積上げ放置されたまま…。健康面や生活面での支障排

除の観点から１日も早い搬出を願うのみである。【福島県】 

・今後、避難者支援は縮小していくと思いますが、年に１回でもいいので、定期便等

の情報誌が届くと助かります。地元（福島）の復興状況は進んでいると思いますが、

原発の問題は解決していないと思います。【東京都】 

⑦その他  ７件 

・私は今、夫と２人で生活していますが、いずれ１人になりましたら、又東京で居住

して生活したいと思っています。【福島県】
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福島県から東京に避難されていて、供与期限が平成２９年３月末までの 

応急仮設住宅にお住まいだった皆様へ（アンケート） 
 

 

 

 

Ｑ１ 現在の住居についてお答えください。 

（１） 現在お住まいの区市町村名を記載してください。 

               区・市・町・村 
 

（２） 現在の住居形態についてお答えください。（あてはまる番号に○） 

１ 本人・家族所有         ２ 賃貸（民間）            ３ 賃貸（公営） 
   

（３）（２）で２または３とお答えになった方は、現在の月額賃料についてお答えください。 

（あてはまる番号に○） 

１ ５万円未満            ２ ５万円～１０万円未満   ３ １０万円以上 
 
Ｑ２ 現在の世帯の合計月収（税込み）についてお答えください。（あてはまる番号に○） 

なお、非課税所得（障害・遺族年金、生活保護費等）を含めてください。   

１ ５万円未満            ２ ５万円～１０万円未満    ３ １０万円～２０万円未満 

４ ２０万円～３０万円未満  ５ ３０万円～４０万円未満  ６ ４０万円以上 
 
Ｑ３ あなたが現在お住まいの地域を選んだ理由についてお答えください。（○はいくつでも可） 
 

１ 避難前に住んでいた地域だから  ２ 応急仮設住宅として住んでいた地域だから 

３ 住環境が良い         ４ 交通の便が良い        ５ 親戚・知人がいる 

６ 子供の学校が近い       ７ 職場に近い             ８ 公営住宅に当選した 

９ その他（               ） 
 
Ｑ４ あなたは、次のことについてどのように感じますか。（あてはまる番号に○） 

（１）避難の長期化による心身の影響 

１ とても感じる  ２ やや感じる  ３ どちらでもない  ４ あまり感じない 

５ 全く感じない 
 

（２）被災者・避難者という意識の変化 

１ 以前より意識するようになった    ２ 以前と同じくらい意識している 

３ あまり意識しなくなった        ４ 以前から意識していない 
 

（３）今後の生活の見通し 

１ 福島県に戻っており、福島県に住み続けたい。（帰還） 

２ 地元県内（元の自宅を含む）にいずれ戻りたい（いずれ帰還） 

３ 都内に住み続けたい（定住） 

４ 地元県以外の他道府県に住宅を確保し居住したい（移住）   ５ まだ決められない 
 

（４）地元の復興状況 

１ 進んでいると思う       ２ どちらでもない         ３ 進んでいないと思う 
  

世帯主（主たる家計の維持者）がご記入ください。 

世帯主が別の住居にお住まいの場合は、現在都内に避難されている方の代表者がご記入ください。 
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Ｑ５ あなたが、日頃、連絡や相談する相手はどなたですか。（○はいくつでも可） 

１ 家族・親戚   ２ 同郷の知人・友人           ３ 都内に住む知人・友人  

４ 職場の同僚     ５ 復興支援員など行政関係者    ６ 社会福祉士等の専門家 

７ その他（              ）       ８ 誰もいない 
 

Ｑ６ 避難元や現在お住まいの地域に関する情報をどこから入手していますか。（○はいくつでも可） 

１ 広報誌（都道府県・区市町村） ２ 地域の町会・自治会等の回覧・掲示板 

３ 避難者交流会やサロン       ４ 友人・知人     ５ 東京都からの「定期便」 

６ その他（                ）        ７ 入手していない 
 

Ｑ７ あなたは、現在、どのような支援が必要だと感じていますか。（○はいくつでも可） 

１ 生活福祉資金等各種貸付        ２ 就労支援        ３ 各種相談窓口 

４ 子育て支援（育児・就学・進学等） 

５ ひとり親家庭等への支援（ホームヘルプサービス等） 

６ 高齢者支援（見回りサービス・介護等）       ７ 地域でのコミュニティ参加支援 

８ その他（                   ）   ９ 不要 

 

Ｑ８ あなた自身のことについて、次の設問にお答えください。（あてはまる番号に○） 

性別 １ 男       ２ 女 

年代 
１ ３０歳未満   ２ ３０歳代   ３ ４０歳代   ４ ５０歳代 

５ ６０歳代    ６ ７０歳代   ７ ８０歳代   ８ ９０歳以上 

同居人 
１ 夫・妻             ２ 子供  （    人）    ３ 孫（   人） 

４ 兄弟姉妹（   人）  ５ その他（    人）   ６ いない 

転居に伴う家族

構成の変化 
１ 変化なし      ２ 増加       ３ 減少 

被災時の 

住宅の種類 
１ 持ち家        ２ 賃貸等 

避難元の 

市町村名 

市

市・町・村 

平成29年3月末

まで居住してい

た住宅の種類 

１ 都営住宅・国家公務員宿舎 

２ 民間賃貸住宅 

３ その他公的住宅（雇用促進住宅など） 

４ その他（             ） 

平成29年3月末

まで居住してい

た区市町村名            

 
 
 
 

区・市・町・村 

Ｑ９ その他お困りのことや、ご意見等がありましたら、ご自由にご記入ください。 
 

 

 

 

 

   ご協力ありがとうございました。 

                             【お問い合わせ先 平日9:00～17：30】  

                               東京都総務局復興支援対策部          

都内避難者支援課                    

          TEL ０３－５３８８－２３８４      

 

※ 福島県東京駐在職員からの連絡を希望される方は、
御連絡先等をご記入ください。 

住所                        

氏名                         

連絡先（電話番号）                   


